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１．はじめに

　本稿の目的は，社会学における労働市場研究の発展

の可能性を探ることである。特に，その理論的な面に

ついて重点を置いて考察を行う。

　日本の労働市場をめぐっては，これまで長期雇用慣

行や年功賃金制度が注目され，国内外の研究者によっ

て関心の対象となってきた。またより近年では，1990
年代以降の失業率の高まりや非正規雇用労働者の増加

など，雇用状況の悪化を背景として，日本の労働市場

についての研究も新たな関心を集めてきている。しか

しながら，同様の対象を扱う労働経済学に比べると，

社会学では理論的・実証的な研究の双方においてやや

発展が遅れていることが否めないように思われる。

以下では関連する研究のレビューを行い，日本の労

働市場の特徴について明らかにされてきた知見を例示

し，それらの研究の理論的な問題点と，今後の研究の

可能性について論じる。なお本稿において労働市場と

は，Kalleberg and Sørensen（1979: 351）に従い，「労

働者が賃金や地位などのリターンを見返りとして労働

力を交換する場」として定義しておく。

２．社会学における労働市場研究と日本への注目

Ａ．社会学における労働市場研究の位置づけ

　社会学において労働市場を対象する代表的な分野と

して，地位達成研究が挙げられる。この分野では，労

働市場における職業が人々の地位や階層の主要な決定

要因であると考えられてきた。本人の職業が親の教

育・職業や本人の教育を通してどのように決定されて

いるのかについて，Blau and Duncan（1967）やSewell, 
Haller and Portes（1969）などを嚆矢として，多くの研

究成果が蓄積されてきた。

　また他にも，職業社会学や産業社会学，あるいは組

織社会学の分野において，労働市場は研究の大きな対

象であり，そのマクロ的構造を明らかにすることが関

心となってきた。この分野の中では，例えばキャリア

移動に関する研究（Spilerman 1977; Rosenbaum 1984）
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や，労働市場の分断に関する研究（例えば，Sakamoto 
and Chen 1991; Sakamoto and Powers 1995）などが挙げ

られる。

労働市場の分断に関する研究は，労働市場が均質で

はなく，相対的に恵まれた部門とそうでない部門に分

断されているという観点から説明を与える点に特徴が

ある。労働市場は均質であり，仮に人々の間に移動障

壁や賃金格差があったとしてもそれは限界生産性の違

いに由来するものであると想定する新古典派経済学と

は異なったパースペクティヴを有していると言える。

これは，日本における労働市場の二重構造に関する研

究（尾高 1984，尾嶋 1994）と同様の関心が持たれて

いると言えるだろう。

これらの社会学的アプローチの特徴として，次

のことを挙げることができるだろう。Erikson and 
Goldthorpe（2002）は，世代間の不平等を研究する際

に，経済学では連続的な変数間の「相関（correlations）」
に関心があるのに対して，社会学は質的に測られた変

数による「連関のパターン（patterns of association）」
に関心があると述べている。これと同様にして，労働

市場あるいは世代内の不平等を対象とする分野におい

ても，経済学では独立変数と従属変数の「相関」に，

社会学では「連関のパターン」がしばしば研究の対象

となるという違いが指摘できる1）。特に，上に挙げた

キャリア移動に関する研究ではその傾向が顕著に見ら

れる。

Ｂ．日本の労働市場に注目した既存研究

本節では日本の労働市場に注目した既存研究につい

て，⑴長期雇用慣行と年功賃金制度に関する研究，⑵

生活保障システムに関する研究，⑶学校から仕事への

移行に関する研究の三点に着目して論じる2）。

　⑴　長期雇用慣行と年功賃金制度に関する研究

従来の日本の労働市場の研究においては，長期雇用

慣行や年功賃金制度が日本的雇用慣行あるいは日本的

雇用システムなどと呼ばれ，しばしば注目されてき

た。すなわち，企業は一度雇った労働者の雇用を長期

に保障し続け，その間に賃金は年齢・勤続年数ととも

に上昇してゆくというものである。

　長期雇用慣行と年功賃金制度は，戦前に大卒のホワ

イトカラー労働者に始まったと言われている（野村　

2007）。しかし，これがブルーカラーも含めて多くの

労働者に広まったのは高度経済成長期である。稲田

（1998）は「社会階層と社会移動全国調査」のデータ

を用いて，高度経済成長期にすべての職種において同

一企業で20年以上という長期勤続者の割合が高まっ

たことを確認している。

　なお，しばしば「終身雇用」という用語も用いられ

るが，そう呼べるのはごく一部の労働者だということ

に注意すべきである。すなわち，学校から卒業してす

ぐに働きはじめ，定年まで勤め続けているという労働

者は多くはない。しかも，そのような少数者は特に大

企業の男性労働者に偏っている（野村　1994）。
長期雇用慣行と年功賃金制度については，日本社会

の封建遺制によって説明されることもしばしばあった

（Abegglen 1958=1958）。しかし，これに対しては，社

会構造に注目することの重要性の指摘（中根　1967）
や，内部労働市場論のような制度派的な経済学の理

論（Doeringer and Piore　1971）や，「機能的代替」と

いうような概念（Cole　1973）によって批判され，次

第に文化固有的な説明は相対化されてきた3）。また，

Lazear（1979）は，「効率賃金仮説」と呼ばれる立場

から，年功賃金と密接な関係がある定年制についての

理論的な考察を行っている。

これらの研究を通じて，長期雇用慣行や年功賃金制

度は，理論的には日本に固有のものとは言えないこと

が明らかにされてきた。だがその一方では，実証研究

によって，なお日本の企業においては平均的な勤続年

数が長く，年齢や勤続年数とともに賃金が上昇してゆ

く度合いが大きいことが明らかにされている（Dore 
1973=1987; Hashimoto and Raisian 1985;  Kalleberg and 
Lincoln 1988; Mincer and Higuchi 1988）。

⑵　社会保障システムからのパースペクティヴによ

る研究

　また，もう一つの流れとして，社会保障システムの

枠組みの中に日本の労働市場の特徴を位置づける研究

を挙げることができる。失業給付や公的扶助などの社

会保障システムの構成や水準は，人々が労働市場にど

れだけ依存せずに生活ができるかということに関わっ

ており4），これに注目することはその国の労働市場の

特徴を明らかにする上で有用である。

宮本（2008）は，日本においては人々の生活を成

り立たせるための仕組みとして雇用保障に重きが置か

れてきたと述べている。すなわち，世帯の稼ぎ主たる

男性の失業率を低く抑え，企業が家族を養うための賃

金を与える一方，福祉については家族に任せることで

人々の生活を成り立たせる仕組みが機能してきたとす

る。そのため，社会保障への支出は低く推移してきた
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というのである。

Esping-Andersen（1990=2001）の福祉レジーム論で

は日本は位置付けが困難な国とされている。制度とし

ては家族や職域が福祉の担い手として期待される「保

守主義レジーム」に近いが，支出の規模は小さく，ア

ングロサクソン諸国の「自由主義レジーム」に近いと

される。

日本の社会保障への支出水準を比較すると，ヨー

ロッパ諸国に比べて低く，かつ医療・年金に偏ってお

り，失業手当や生活保護の割合は著しく小さい。よっ

て，雇用保障が崩れた際には，セーフティネットであ

る社会保障の機能は大きくない。実際，日本における

税・社会保障による相対的貧困削減率はOECD諸国で

最低クラスであるとされている（Jones　2007）。
特に，近年増加している非正規雇用者は，失業手当

の給付基準に該当しない場合が多く，生活保護は厳し

い資産調査やスティグマが伴うため，働いているにも

かかわらず十分な賃金が得られない人々にとって，必

ずしもセーフティネットとは成り得ない。すなわち，

労働市場において雇用されて得る賃金が人々の生活水

準を左右する度合が大きいと考えられる。こうしたこ

とを考えると，社会の階層化や不平等を議論する際

に，日本においては労働市場における地位や報酬が担

う役割が特に大きいことが示唆されよう。

ところで，1990年代前半からの景気の低迷や，グ

ローバルな経済環境の変化によって，従来型の日本の

雇用の特徴が成り立たなくなってきたということが議

論されることが少なくない。たしかに近年，雇用状況

の悪化は先進産業国に共通して見られ，若年失業率

の上昇や非正規雇用の増加などが見られる（Kalleberg 
2009）。これは日本においても例外ではない。

しかし，国家間の比較研究からは，グローバルな経

済環境の変化にもかかわらず，雇用や福祉の制度やパ

フォーマンスが国によって収斂することはなく，各国

は異なる対応をとっていることが明らかにされている

（Esping-Andersen ed. 1996=2003）。
そのなかで日本については，これまで，長期雇用慣

行が主に該当するのは主に男性の大企業労働者に当て

はまるものであり，女性にとってはそうではなかった

という特徴が指摘されてきた。大沢（1993）は，日本

における女性の生活保障は，個人による資格として得

られるのではなく，家庭という保障システムによって

得られているという。この保障システムは，あくまで

夫が家庭の外側にどのような生活保障をもつかによっ

て付随的に機能するものである。このように，ジェン

ダーによる不平等が日本において大きいことが指摘さ

れている5）。

　⑶　学校から仕事への移行に関する研究

これまで教育社会学の研究を中心に，学校から仕事

への移行が重要なテーマの一つとして取り上げられて

きた。すなわち，学校段階において教育を受けた生徒

／学生たちが，スムーズに労働市場に出てゆくことが

できるのか，またそこには出身階層や学校ランクなど

の要因がどのように働いているのか（竹内　1995）と

いうような関心に基づくものである。

苅谷（1991）やKariya（1998）は，「実績関係」と

呼ばれる日本における高校と企業の長期的な取引関係

や，大学における学生と卒業生の関係という準制度的

なつながりが，学校から初職への移行に大きな意味を

持つこと指摘した。こうしたプロセスが生徒の学校在

学中に行われるため，生徒は卒業した年の４月から一

斉に働き始めるという仕組みが存在したのである。

このような仕組みが存在するため，日本では若年失

業率が低く，また学校卒業後に初職を探す人々が少な

いという「空白」のない移行を可能になっていた（岩

永　1983）。Granovetter（1985）が経済的行為の社会

構造への「埋め込み」を論じたように，労働市場にお

ける人々の需給が，制度的なつながりに依存している

ことが見出されたのである。

学校から仕事への移行に関する研究は，オーソドッ

クスな新古典派経済学では視野に入れられない「社会

的交換」（Blau　1964=1974）とでも言うべきものを明

らかにしたという点で，重要な知見をもたらしたと言

える。しかし，より近年においては，こうした学校と

企業が連携した労働市場への移行のあり方は，もは

や機能していないという議論もなされている（本田 
2005; Brinton 2008）。

Ｃ．既存研究の理論的な問題点

ここまで日本の労働市場に関する代表的な既存研究

をみてきたが，これらの研究は，日本の労働市場が持

つ他の先進産業国とは異なる特徴を描き出してきた。

その意味では，価値のある研究が蓄積されてきたと言

える。

しかし，問題は，こうした日本の労働市場の特徴が

理論的にどのように説明されるのかということであ

り，それについてはこれまで十分に明らかにされてい

るわけではないと思われる。以下，上記の３つの研究

群について，それぞれの問題点を指摘したい。
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まず，⑴の長期雇用慣行と年功賃金制度に関する研

究については，内部労働市場論に基づく説明の問題

点が指摘できる。内部労働市場論の基本的な考え方

は，労働の価格付けと配分が一企業内，あるいは一企

業の一組織，または職業ないし同業者団体において規

定されているというものである（Doeringer and Piore 
1971）。

Doeringer and Piore（1971）によると，⑴企業特殊

的な技能（firm specific skill），⑵職場内訓練（on-the-job 
training），⑶慣習（custom）という３つの要因により，

外部労働市場とは明確に区別された内部労働市場が発

達してゆくという。また，経営者は自らの競争的な地

位を維持するために，一方で現場労働者は自らの雇用

保障や昇進機会を維持するために，内部労働市場はさ

らに強化されるのだという。

これは一見すると，長期雇用慣行をうまく説明して

いるように見える。実際，それが日本に文化的に固有

なものではなく，経済合理的なものとして説明可能な

ものだとして，広く普及することになった。

しかし，内部労働市場論には重要な前提がある。そ

れは，人材を割り当てるべき職務の内容・境界が明確

であるということである（Kallberg and Lincoln 1988: 
149）。しかし，日本の場合にはこの前提の妥当性が疑

問であるように思われる。なぜならば，広く知られて

いるように，多くの日本企業は入社時点において職務

内容を明確にした雇用契約を結ぶわけではないからで

ある（濱口　2009）。
一方で，小池（2005）は生産工労働者の「知的熟練」

による技能形成に注目することにより，日本に特有の

ブルーカラー労働者における年功的な賃金上昇を説明

している。この知的熟練という概念は，特に1980年代

の労働研究に強い影響を与えた。しかし，これに対し

て，野村（1992）は賃金カーブが「年齢別生活費保障

型」になったので，企業としてはその上昇に見合った

労働力利用を行うほうが効率的になったのだと，賃金

と労働力利用の関係は小池の説明と逆なのだとする批

判を行っている。

また富永（1997）は，長期雇用や年功賃金が発達し

た理由について，次のように整理している。高度経済

成長期においては，企業の側からすれば，いったん採

用した労働者を減らさなければならない事態に直面す

ることはなく，また労働者の側からすると，近代的な

セクターと伝統的なセクターが混在した状況において

は大企業に入ったら辞めないことが大きな利益となっ

ていた。つまり，日本企業の組織構造が，人と技能を

企業内に封鎖することが利益となるような機能的要件

を満たしていたというのである。

それに対して，稲田（1998）は，長期雇用慣行の

成立を歴史的な産物として見なしている。しかし，富

永の説明も稲田の説明も，個々人のミクロな行動がど

のようにしてマクロな長期雇用慣行や年功賃金制度と

いう現象を引き起こしているかをブラックボックスに

しているという点では共通した問題がある（Coleman 
1986）。

⑵の社会保障システムからのパースペクティヴに

よる研究については，マクロレベルの変数に注目し

がちなことが挙げられる。例えば，Esping-Andersen
（1990=2001）は，国ごとのGDPに占める社会支出の

水準を変数の一つとして用いている。しかし，マクロ

レベルの変数からは因果関係の特定が一般的に困難で

ある（山口　2009）。そのため，こうした研究からは

国ごとのある種のパターンやクラスターを描き出すこ

とはできても，その因果的なメカニズムに迫ることは

必ずしもできないということになる。

また，大沢（1993）は，OECDのマクロ統計などか

ら，日本においては他の先進産業国とは異なり，正社

員と同程度に働いていながらも賃金ははるかに低いと

いう，パート労働者の「身分」的な特徴を明らかにし

ている。しかし，これも同様にして，その「身分」が

そもそもどこから由来しているのかという分析が十分

には行われていない。

そして，⑶の学校から仕事への移行に関する研究に

ついては，これまで検討されてきた教育の影響がほと

んど入職段階のものに限られてきたということが指摘

できる。すなわち，入職段階におけるネットワークな

どの制度的な要因が，その後の長期にわたる労働市場

の報酬にどのように影響するかということについて

は，あまり関心が払われてきていない。

もちろん，教育の収益率研究のように，学歴が長期

に渡る労働の報酬にいかにして影響を与えるかとい

う研究は蓄積されている（島　1999）。しかし，ここ

で考慮されている教育の影響とは，人的資本（Becker 
1975=1976; Mincer　1974）の理論に則ったものが多

い。教育が人々の労働生産性を高め，それが賃金の高

低に反映されるとするという仮定によるものである。

先にふれた小池（2005）の知的熟練論も，このよ

うな人的資本理論的なモデルが仮定されていると見

ることができる。Davis and Moore（1945）などの機能

主義理論も，社会の機能的要請が特定の訓練を必要

とし，それに対して人々を動機付けると見ている点
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で同様の仮定が見られる。また，Iversen and Stephens
（2008）などの「資本主義の多様性論（Varieties of 

Capitalism）」に位置づけられる比較福祉国家論的な研

究においても，「自由市場経済」と「調整型市場経済」

との区別を，一般的な技能と企業特殊的技能への投資

の違いによる説明がなされている。

また濱中・苅谷（2000）のように，これまで学校卒

業後の初職の重要性がもっぱら注目されてきたことを

批判し，セカンドジョブから現職への企業内移動に着

目した研究もある。セカンドジョブから現職にかけて

企業内移動を経験する場合には，初職において企業間

移動を経験する場合に比べて職業的な地位達成が不利

になることはなく，一種の挽回の可能性があることを

示しているものの，これはやや記述的な研究であり，

理論的・方法論的にまだ今後の展開の余地がある。

　以上のことから，既存研究の理論的な問題点をまと

めると，次の三点が指摘されよう。第一に内部労働市

場論などの既存理論は，必ずしも日本の労働市場に特

有の現象を説明できていない。第二に，経済学におけ

る理論によるモデルについて，その仮定が吟味されず

にしばしば用いられる傾向が存在する。

第三には，既存理論の想定する説明図式が，マク

ロ構造をあまりに重視してミクロ的な基礎をなす説

明を欠いていたり，あるいは逆に人的資本理論のよう

に個人の特質ばかりを重視していたりする傾向が挙

げられる。これは，Granovetter（1985, 1992）が指摘

する「過剰社会化（oversocialized）」と「過小社会化

（undersocialized）」の区別に該当するとも言えるだろ

う。

次章ではこうした問題点に対して，今後の研究の発

展の方向性について，関連する研究を上げながら考察

を行う。

３．日本の労働市場研究における理論的発展の可能性

Ａ．労働市場のアウトカムが依存するプロセスへの注

目

Granovetter（1981）は人的資本理論や地位達成モデ

ルを批判し，労働市場における人々の収入の格差は，

⑴労働者個人の特質，⑵労働者が従事する仕事と組織

の特質，⑶労働者と仕事がマッチングされるプロセス

の３つに依存すると主張している。

人的資本理論や地位達成モデルは，上記の⑴にのみ

注意を払いがちであり，後者の２つにはあまり注意が

払われない傾向があるとされる。その結果，個人の学

歴や社会経済的背景などの個人の特質である変数が偏

重されることになる。

しかし，近年ではFujiwara-Greve and Greve（2000）
やSørensen and Sorenson（2007）のように，個人の特

質だけではなく，企業レベルや産業レベルの変数を導

入することで，⑶のマッチングのプロセスへの注目を

行う研究も現れている。これらの研究は，上記で述べ

たような日本のパート労働者に見られるような，学歴

や勤続年数では説明できない賃金の格差を説明するこ

とに資する可能性がある。

また，労働市場におけるアウトカムの多様性にも

注意を払うことにも意義があるだろう。経済学に

おける研究が主に賃金に注目しており，Granovetter
（1981）もまた収入の格差に注目したが，Erikson and 
Goldthorpe（1992）など社会学の一部の研究は，労働

に対する報酬を考える際に，賃金や収入だけでは不十

分であるとして，雇用関係にも焦点を当ててきた。す

なわち，仕事の上での裁量性や，キャリアの発達可能

性といった要素を報酬と捉えるものである。

また，Kalleberg, Reskin, and Hudson（2000）は，賃

金の高低だけではなく，医療保険や企業年金の有無か

ら，条件の悪い仕事（bad jobs）を定義する試みを行っ

ている。日本の大企業における福利厚生の重要性は，

すでに橘木（2005）などが指摘しているが，こうした

側面をより意識的にモデルに組み込み，アウトカムの

多様性を捉えることには意義があるだろう。

Ｂ．制度が働くメカニズムとそれがもたらす異質性へ

の注目の可能性

Palme（2006）は，様々な比較福祉国家研究の蓄積

にもかかわらず，国家間の不平等の水準の違いが未だ

に明らかにされていない点を指摘している。Palmeは
福祉国家の制度的（institutional）なデザインを理解す

ることが鍵であるとして，社会権の分布の水準に注意

を払った研究を行っている。

労働市場の研究においても，国家間の制度的な差異

を考慮するという視点が，日本の特徴を理解する上で

重要になると考えられる。なお，そもそも制度とは何

かを議論することになると，専門的研究者たちの中で

も不一致のある複雑な問題になってしまう6）。だが，

ここでは，団体交渉のあり方や，行政的・法的な規制

のあり方など，労働市場をめぐる公的・非公的な様々

な取り決めを指すものとして考えたい。

DiPrete（2007）は，1980年代以降のアメリカにお

ける賃金格差の拡大に関して，労働経済学において
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中心的な技術変化による説明7）では80年代と90年代で

の賃金格差拡大のスピードの違いを説明できないこと

や，ヨーロッパにおける経験をうまく説明できないと

いう問題点を挙げている。その上で，ヨーロッパの一

部の国では労働組合の組織率や最低賃金の水準の高さ

が賃金格差の拡大を抑えているという研究を挙げ，こ

れらの制度的要因が働くメカニズムとそれがもたらす

異質性に注目した研究を社会学が行っていく展望を述

べている。

　言うまでもなく，経済学においてもWilliamson
（1975）のように，制度に注目を行った研究も少なか

らず存在する。しかし，DiPrete（2007）は，経済学

においては制度を外生的なものと考える傾向があるの

に対して，社会学はそれを内生的なものとして見る傾

向があるという指摘をしている。この点を踏まえれ

ば，社会学は制度が生成されるメカニズムを探求する

立場に対して，より開かれていると考えることができ

る8）。

また，DiPrete et al.（2006）によれば，労働経済学

が依拠する理論は，労働市場における制度的な要因は

安定的であり，この安定的な制度とマクロな経済変化

との相互作用によって不平等のトレンドを説明できる

と想定している。しかし，こうした見方では，1980
年代以降ヨーロッパで起きた現象，すなわち，柔軟な

労働契約が可能になり雇用主がレイオフを行うコスト

が低下したという変化が捉えられないと批判をしてい

る。DiPrete et al.（2006）は，このように柔軟な労働

契約が可能になったという制度上の変化に注意を払う

ことは，不平等のダイナミックな構造や国家間の差異

を捉える上で不可欠であると主張している。よく知ら

れているように，日本でもこの2,30年の間に雇用契約

をめぐる法律や制度は少なからず変化しており，同様

な注意を払うべきであることが考えられる。

また，以上のような制度的な文脈を考慮した異質性

への注目の例として，Ono（2007）を挙げることがで

きるだろう。この研究では，日本国内の日本企業と外

資系企業における日本人労働者が比較されている。そ

して，長期雇用や年功賃金が日本人の個人としての特

質とは区別された，日本企業の組織としての特徴であ

ることが指摘されている。

Ｃ．実証的な研究との相互的な発展

　ここまで本稿では，主に日本の労働市場を対象とし

た社会学的研究の理論的な発展可能性について考察を

行ってきた。しかし，社会科学において妥当な推論

を行うためには，理論から観察可能な命題を引き出

し，実証的な検証を行うことが不可欠である（King, 
Kohane and Verba 1994=2004）。すなわち，実証的研究

との相互作用によって理論はさらに発展するものであ

る。

90年代後半以降の，国内外の経済的な変化を関心

として，労働経済学では，多くの実証研究が積み重ね

られてきた。例えば，若年者に注目したものに限って

も，学卒時の不況の影響が長期にわたることが指摘さ

れ，「労働市場の世代効果」の研究など，様々な蓄積

がなされている（玄田　2001；太田・玄田・近藤　

2007； Kondo 2007；太田　2010など）。

一方，社会学の分野においても近年の労働市場の

変化を問題関心として，実証的研究の蓄積が行われ

ている（佐藤・尾嶋編　2011；石田・中尾・近藤編 
2011）。また，佐藤（2000）が主張した，世代間格差

の拡大の問題に対して活発な議論も行われてきた（盛

山　2001；原 2003； 石田　2008）。ただし，実証研

究上のデータとして，「社会階層と社会移動全国調査」

にやや頼りすぎなことが問題として指摘できるだろ

う。

もちろん，小杉（2003，2005，2010）による一連

のフリーター研究や，太郎丸編（2006，2009）など

の新しいデータや研究手法を用いた研究が出てきてい

ることも事実である。しかしながら，管見の限り，実

証的な研究の面でも経済学に比べてやや遅れているこ

とが否めないようである。

　実証研究の方向性として，特に今後はパネルデータ

を用いた研究の必要性が増してくると考えられる。パ

ネルデータとは，個人をある程度の期間を置いて繰り

返し調査を行って得られるデータである。個人間の分

散についての情報しかないクロスセクションデータに

対し，パネルデータを用いた研究では異なった知見が

得られる場合がしばしばある（樋口　2001）。日本で

はこれまでパネルデータの蓄積が遅れてきたが，近年

ではその重要性が説かれるようになっており，調査も

徐々に行われつつある（北村　2006）。
　また，こうしたパネルデータの蓄積によって比較

可能性が担保されれば，他国との比較研究も有効で

あると考えられる。実際のところ，これまでの優れた

研究も，その少なからぬ割合が比較研究として行わ

れてきたが，上記で述べた労働市場における制度的な

特徴を明らかにするという目的からすれば，異なる制

度を有する労働市場との比較がしばしば不可欠とな

る。くわえて，日本と他国を比較するということは，
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Rosenbaum et al.（1990）で述べられているように，海

外の研究者が自国の労働市場に対して持っている前提

を見なおさせ，より説明力の高い理論を構築するとい

う契機にもなり得る。

４．おわりに

　本稿では，日本の労働市場研究における今後の研究

の発展の可能性について，特に理論的な面に重点を置

きながら考察を行ってきた。

　関連する先行研究として，長期雇用慣行と年功賃金

制度，社会保障システムの分野，学校から仕事への移

行研究を取り上げた。これらの研究は，諸外国とは異

なる日本の労働市場の特徴を実証的に検証したり，ま

た日本の労働市場に注目することの意義を描き出した

りすることに成功してきた。

　しかし，長期雇用慣行や年功賃金制度は，しばしば

経済学における人的資本理論によるモデルなどを，そ

の仮定を前提を十分に検証することなく用いていた

り，また社会保障システムの分野の研究ではマクロレ

ベルの変数による考察によって，ミクロなメカニズム

の検証が十分に行われていなかったりした。

　一方，学校から仕事への移行研究は，学校が担う制

度的な役割に注目し，学卒者と雇用主のマッチングの

プロセスに注目してきた。しかし，これらの研究が注

目してきた労働市場のアウトカムは，学卒後の初期に

限られており，長期雇用慣行や年功賃金制度など，長

期に渡る報酬についてはやや無関心であったと言え

る。

　以上のような問題点に対しては，労働市場の需要・

供給サイドの双方とそのマッチングのプロセスに目を

向けることに加えて，多様なアウトカムの存在と，制

度が働くメカニズムおよびその変化に注意を払うこと

が，有意味な分析につながる可能性を指摘した。また，

理論を検証するための実証的な研究の必要性，特にパ

ネルデータを用いた研究の必要性を指摘した。

　上記で述べた既存研究の問題点と，その解決の方向

を意識することは，今後のさらなる研究の発展につな

がるものと思われる。社会学は，自然科学とは異なり，

客観的な真理なるものが存在していると考えられてい

るわけではない。また，経済学とは異なり，共通に了

解された演繹的なモデルを構築できているわけではな

い。しかし，そうしたアプローチをとることはできな

いにもかかわらず，よりよい「解釈」（盛山　2005）や，

あるいは「現象の生成過程の説明」（Goldthorpe  2001）

いうものは可能であり，これこそがますます労働市場

の社会学的な研究にも求められていると言えるだろ

う。
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注

１) Erikson and Goldthorpe（2002）が述べるように，もちろんこの

区別は絶対的なものではない。実際，地位達成研究はどちらかと

いうと変数間の相関に関心がある場合も多い。

２) 本節の目的は既存研究の主な見取り図を描くことであり，必ず

しも詳細なレビューを行うことではない。また，必ずしも社会学

のみならずその周辺分野である研究も含まれている。

３) 本稿は，文化に基づく説明が無意味だと述べているわけではな

い。Fricke（2003）は，文化に注目することが，社会過程を理解

する上で有効になり得ることを主張している。

４) この点については，Esping-Andersen（1990=2001）における「脱

商品化（decommodification）」の議論を参照されたい。

５) また，Blau and Kahn（2003）の国際比較研究では，日本は最も

男女間賃金格差の大きい国となっている。

６) 特に，伝統的な制度学派と新制度学派の違いについては，

Stinchcombe（1997）などを参照されたい。

７) これについては，Skill Biased Technological Changeという用語

が普及している。詳しくは，Card and Dinardo（2002）などを参

照されたい。

８) 経済学者であるGreen（2007）は，こうしたDiPreteの姿勢に対

して概ね肯定的な評価をしており，異なったデータに対して異

なった理論を適用することでより深い洞察が可能になること，経

済学の研究の蓄積が多いからといって社会学はその思考に従う必

要はないことなどを論じている。
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